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第 1 章 総括研究報告書 
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（地域医療基盤開発推進研究事業） 
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身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為の同意 

に関する実態把握のための研究 

 

研究代表者 山縣 然太朗（国立成育医療研究センター 成育こどもシンクタンク） 

 

 

 

班員・担当者一覧 

 氏名 所属 職名 

研究代表者 山縣 然太朗 国立成育医療研究センター成育こどもシンクタンク 副所長 

研究分担者 田宮 菜奈子 筑波大学医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野 教授 

 武藤 香織 東京大学医科学研究所公共政策研究分野 教授 

 橋本 有生 早稲田大学法学学術院 教授 

 熊田 均 熊田法律事務所 所長弁護士 

 山﨑 さやか 健康科学大学看護学部看護学科 講師 

研究協力者 山下 陽子 今池法律事務所  弁護士 

 木矢 幸孝 東京大学医科学研究所公共政策研究分野 助教 

 村上 文子 東京大学大学院学際情報学府文化･人間情報学コース 修士課程 

研究要旨 
 本研究は、身寄りのない人や意思決定困難な人に対する医療同意の実態と課題を明らかにし、

今後の支援のあり方を検討することを目的とした。高齢者等終身サポート事業者へのヒアリン

グ調査、患者の「事前指示」の有効性について争われた裁判例の調査、国内外の ACP（アドバ

ンス・ケア・プランニング）、Advance Directive（事前指示）の法的基盤に関する文献検討を行

った。その結果、医療同意権の帰属を巡る制度論のみでは現場課題に十分対応できず、実際には

事業者、医療機関、家族等、支援者が曖昧な役割分担の中で意思決定支援を担っている実態が示

された。また、本人意思の尊重には、継続的対話、共同意思決定、多職種連携、臨床倫理支援が

重要であり、意向表明文書は価値観共有を支える媒介として位置づける必要性が示唆された。 
 平成 29 年度に本研究班が取りまとめた「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困

難な人への支援に関するガイドライン（以下、ガイドライン）」では、医療同意は一身専属的な

行為であることを前提とし、本人意思の尊重を基盤とした意思決定支援の原則が示されている。

また、本人意思の尊重を基本として、家族等および医療従事者に求められる役割についても整理

されている。本研究結果は、こうしたガイドラインの方向性と整合するものであった。今後は、

ガイドラインの実践を支える裁判例・事例集等を整備し、法的論点と支援実践に関する知見を蓄

積・共有していくことが重要である。 
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Ａ．研究目的 

 本研究は、身寄りのない人や意思決定が困難

な人への医療行為の同意に関する実態と課題

を明らかにし、適切な支援の在り方を検討する

ことを目的とした。具体的には、高齢者等終身

サポート事業者による医療に係る意向表明文

書の運用実態を把握するとともに、国内外にお

ける Advance Care Planning（アドバンス・ケ

ア・プランニング、以下 ACP）および Advance 

Directive（事前指示、以下 AD）の制度・法的

基盤を整理し、さらに患者の事前指示や DNAR

を巡る裁判例を分析することで、身寄りのない

人に対する医療同意に資する知見を得ること

を目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１. 高齢者等終身サポート事業者を対象とし

たヒアリング調査を実施した。令和 6 年度 10

事業者、令和 7年度 13事業者の計 23 事業者に

対し、医療に係る意向表明文書の作成支援、医

療機関との連携、医療同意への対応等について

半構造化面接を行い、逐語録を作成して分析し

た。 

 

２．患者の事前指示や DNAR（Do Not Attempt 

Resuscitation；心肺蘇生を試みないことの事

前指示）に関連して医療側の責任が争われた裁

判例について、判例検索システム、判例集、医

療判例雑誌等を用いて調査・分析した。 

 

３．国内外の ACP および AD の法的基盤に関す

る文献検討を行った。PubMed および Google 

Scholar を用いて過去 10 年間の英語で掲載さ

れた査読付き論文を検索し、50 件を選定して

分析した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、国立成育医療研究センター倫理審

査委員会（受付番号 2024-088）および、研究 1

については東京大学医科学研究所倫理審査委

員会（承認番号 2024-75-0116）の承認を得て実

施した。 

 

Ｃ．研究結果 

 研究の結果、身寄りのない人や意思決定が困

難な人に対する医療同意には、制度・実践・法

解釈の各側面で複数の課題が明らかとなった。 

 ヒアリング調査では、医療機関から高齢者等

終身サポート事業者に対して、医療同意書への

署名代行や家族連絡を求める実態が確認され

た。また、意向表明文書の公正証書化や文書作

成時期、本人の判断能力評価、関係者との対話

過程など、多様な実践が存在していた。 

 判例研究では、終末期医療に関する裁判にお

いて、医療行為そのものよりも、患者意思確認、

説明、家族との対話、記録等の意思決定プロセ

スが法的評価対象となっていた。DNAR や生命

維持治療の差し控え・終了についても、結果責

任からプロセス責任への移行が示唆された。 

 文献検討では、諸外国において ACP・ADの制

度整備は進んでいるものの、実践には社会経済

的・文化的格差が存在し、法制度のみでは本人

意思の尊重は十分に実現されないことが示さ

れた。また、ACPは固定的文書ではなく継続的

対話プロセスとして位置づけられていた。 

 

Ｄ．考察 

 本研究から、身寄りのない人や意思決定困難

者への医療同意においては、医療同意権の帰属

を巡る制度論のみでは十分に対応できないこ

とが示唆された。現場では、事業者、医療機関、

家族、支援者が曖昧な役割分担の中で意思決定

支援を担っており、その結果として署名代行や

代理判断といった実務上の課題が生じていた。 
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 また、諸外国の ACP実践や国内判例の検討か

ら、本人意思の尊重は法制度のみで実現される

ものではなく、継続的対話、共同意思決定（SDM）、

臨床倫理支援、多職種連携によって支えられる

ことが示された。特に、意向表明文書は単なる

法的文書ではなく、本人の価値観を関係者間で

共有するための媒介として機能することが求

められる。さらに、身寄りのない人への支援で

は、家族機能を代替する地域支援や第三者支援

の位置づけを明確化し、医療・福祉・法律を横

断した支援体制を構築する必要がある。 

 加えて、本研究で整理した裁判例から、終末

期医療や意思決定支援においては、医療行為の

結果そのものよりも、説明、対話、記録、合意

形成といったプロセスが法的評価の対象とな

りつつあることが示された。 

 本研究結果は、「身寄りがない人の入院及び

医療に係る意思決定が困難な人への支援に関

するガイドライン」および事例集が示す、本人

意思の尊重、多職種協働、関係者間の合意形成

を重視した意思決定支援の考え方と一致して

いた。特に、医療同意権の形式的整理ではなく、

継続的対話や支援プロセスを通じて本人の価

値観を共有しながら支援を行う必要性が示さ

れた点で一致していた。 

 今後は、医療現場においてガイドラインを具

体的に活用できるよう、「身寄りがない人の入

院及び医療に係る意思決定が困難な人への支

援に関するガイドライン」を支える裁判例・実

務事例集（判例集）を整備し、法的論点や実践

に関する知見を蓄積・共有していくことが求め

られる。 

 

Ｅ．結論 

 本研究から、身寄りのない人や意思決定困難

者への医療同意においては、医療同意権の帰属

を巡る制度的整理のみでは十分に対応できず、

本人意思の尊重を実現するためには、継続的対

話、共同意思決定（SDM）、臨床倫理支援、多職

種連携を基盤とした支援が必要であることが

示された。また、意向表明文書は法的文書とし

てのみ捉えるのではなく、本人の価値観を共有

し意思決定支援を促進する媒介として位置づ

ける必要がある。さらに、医療現場における実

践を支えるためには、「身寄りがない人の入院

及び医療に係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン」の活用に加え、裁判例

や実務事例を整理した判例集・事例集を整備

し、法的論点と支援実践の知見を蓄積・共有し

ていくことが重要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

1．論文発表 

山縣 然太朗・熊田 均・沢村 香苗・間中

勝則. 特集「身寄りのない人の医療、介

護支援の現状と課題」－座談会－身寄り

のない人のウェルビーイングを支えるた

めに─意思決定と身元保証の課題．公衆

衛生 90(3), 230-238. 2026. 

武藤 香織・村上 文子・木矢 幸孝. 身寄

りのない人の医療の意思決定について

─倫理的社会的観点から. 公衆衛生

90(3), 214-221. 2026. 

橋本 有生. 身寄りのない人の入院およ

び医療をめぐる法的課題─意思決定が

困難な場合を中心として. 公衆衛生

90(3), 206-213. 2026. 

熊田 均・宮田 千佳子. 身寄りのない人の

医療、介護支援と成年後見制度─事例か

ら考える身寄りのない人を支える成年後

見制度の現状と課題. 公衆衛生 90(3), 
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192-198. 2026. 

山﨑 さやか. 「身寄りがない人の入院及び

医療に係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン」策定の経緯と概

要. 公衆衛生 90(3), 199-205. 2026. 

 

2．学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

 なし 

 

Ｉ．その他行政への寄与等 

山縣然太朗．法制審議会での研究成果の報告

とヒアリング：令和 7年 7月 22に開催の法

務審議会民法（成年後見等関係）部会で参

考人として、「医療同意の現状と課題」を発

表し、ヒアリングを受けた。 

山縣然太朗．高齢者等終身サポート事業者に

対する研修：全国高齢者等終身サポート協

会の発足会（令和 7 年 11月 26 日）に厚生

労働省関係者等と出席して、医療機関との

関わり方について研究成果を発表し、認定

制度の際の医療との関わりのあり方を示し

た。それに先立っての令和 7年 7月 25日に

勉強会で、身寄りのない人の医療に関する

ガイドライン、事例集の説明により、その

対応の重要性を示した。 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 2 章 分担研究報告書 





令和 7 年度厚生労働行政推進調査事業費 
（地域医療基盤開発推進研究事業） 

分担研究報告書 
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令和７年度「身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為の 

同意に関する実態把握のための研究」班の経過報告 

 

研究代表者 山縣 然太朗 （国立成育医療研究センター 成育こどもシンクタンク） 
研究分担者 田宮 菜奈子 （筑波大学 医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野） 
研究分担者 武藤 香織  （東京大学医科学研究所 公共政策研究分野） 
研究分担者 橋本 有生  （早稲田大学法学学術院） 
研究分担者 熊田 均  （熊田弁護士事務所） 
研究分担者 山﨑 さやか （健康科学大学 看護学部） 
研究協力者 山下 陽子  （今池法律事務所） 
研究協力者 木矢 幸孝  （東京大学医科学研究所 公共政策研究分野） 
研究協力者 村上 文子  （東京大学大学院学際情報学府） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 本稿では、「身寄りのない人や意思決定が困

難な人への医療行為の同意に関する実態把握

のための研究」班の令和 7 年度の調査、分析、

実作業の経過について報告する。 

 

Ｂ．研究方法 

１．令和７年度検討会議 

 令和７年度は、研究班全体の会議（班会議）

を３回実施した。班会議においては、今後の

全体的な研究方針や方向性の決定、また各分

担研究者（研究協力者）から研究進捗状況な

どの報告や討議等を行い、分担研究者間の情

報共有と研究班全体の調整を図った。各会議

実施の日程は次の通りである。 

【班会議】 

第１回班会議：令和 7年 4月 22日 

（時間：16:00～18:00 Teams 会議） 

第２回班会議：令和 7年 9月 25日 

（時間：17:00～19:00 Teams 会議） 

第３回班会議：令和 8年 3月 6日 

（時間：18:00～20:00 ビジョンセンター東

京日本橋 603 および Teams 会議） 

 

２．分担研究 

（１）高齢者等終身サポート事業者を対象と

研究要旨 
 本報告書では、令和７年度の本研究班における検討会議、調査方法、分析結果、実作業の経

過について報告する。班会議と分担研究を通じて、研究班の検討は制度論から運用論へ、権限付

与からプロセス保証へと発展した。最終的には、本人の医療同意権を前提としつつ、その尊重を

基盤として医療・ケアチーム、多職種、支援事業者等が連携し、患者意思を継続的に支える方向

性が共有された。今後は、「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン」を支える判例集・事例集等の整備が望まれる。 
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したヒアリング調査を実施した。令和 6年度

10 事業者、令和 7 年度 13 事業者の計 23 事

業者に対し、医療に係る意向表明文書の作成

支援、医療機関との連携、医療同意への対応

等について半構造化面接を行い、逐語録を作

成して分析した。 

 

（２）患者の事前指示や DNAR（Do Not 

Attempt Resuscitation；心肺蘇生を試みな

いことの事前指示）に関連して医療側の責任

が争われた裁判例について、判例検索システ

ム、判例集、医療判例雑誌等を用いて調査・

分析した。 

 

（３）国内外の ACP および AD の法的基盤に

関する文献検討を行った。PubMed および

Google Scholarを用いて過去 10年間の英語

で掲載された査読付き論文を検索し、50 件

を選定して分析した。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、国立成育医療研究センター倫理

審査委員会（受付番号 2024-088）および、研

究 1 については東京大学医科学研究所倫理

審査委員会（承認番号 2024-75-0116）の承認

を得て実施した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．班会議検討内容 

【第１回班会議】 

 前年度成果の整理と本年度研究計画の方向

性が検討された。研究班が作成した「高齢者等

終身サポート事業者と医療との関わり方」に関

する文書について、厚生労働省との調整状況や

今後の普及方法が共有され、研究班成果として

公表・周知していく方針が確認された。 

【第２回班会議】 

 成年後見人等への医療同意権付与には否定

的見解が優勢であり、医療同意は本人の一身専

属的行為であるという整理が共有された。その

上で、本人の意思を代弁できる存在や医療・ケ

アチームによる支援プロセスの重要性が再確

認された。 

 また、全国高齢者等終身サポート事業者協会

の設立や認証制度の検討状況が共有され、研究

班成果を社会実装につなげる方向性が議論さ

れた。単なる理念提示ではなく、現場が利用可

能な具体的支援方法の提示が今後必要である

ことが示された。加えて、諸外国（韓国、台湾、

ドイツ等）の制度動向も参照しながら、日本に

適した意思決定支援や意向表明支援の在り方

を検討する必要性が提起された。 

【第３回班会議】 

 ２年間の研究成果の統合と制度・実装への反

映可能性が議論された。「身寄りがない人の入

院及び医療に係る意思決定が困難な人への支

援に関するガイドライン」に基づく医療・ケア

チームによる意思決定支援の方向性が維持さ

れることが共有された。また、高齢者等終身サ

ポート事業者ガイドラインが事業者協会の認

証制度検討に活用され始めていることが報告

され、研究成果が政策・運用レベルに接続し始

めていることが確認された。 

 判例研究では、DNAR、看取り、生命維持治療

の差し控え・終了を巡る裁判例が整理され、法

的責任は医療行為の結果ではなく、説明・合意・

記録といった意思決定プロセスに重心が移行

している可能性が議論された。 

 研究班の検討は、当初想定していた「医療同

意権の制度設計」から、「現行制度下で患者意

思をどのように支えるか」という実践的課題へ

と発展した。具体的には、①医療現場における

同意運用実態の把握、②高齢者等終身サポート

事業者との連携整理、③成年後見制度との役割
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分担、④事前指示に関する判例分析、⑤諸外国

制度との比較という複数の視点から検討が進

められた。 

 その結果、患者の価値観や推定意思を支える

プロセスを制度的・実践的に強化する方向性が

共有された。 

 

２．分担研究結果 

 分担研究報告書に示す。 

 

Ｄ．考察 

 本研究班の議論経過から、身寄りのない人や

意思決定困難者への支援において、従来の「誰

が決定するか」という代理権中心の発想には限

界があることが示唆された。むしろ、意思形成

支援、情報共有、記録、共同意思決定（SDM）、

臨床倫理支援といったプロセスをどのように

保証するかが重要な論点として浮上した。その

ため、令和 8年度には「身寄りがない人の入院

及び医療に係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン」を支える判例集の作成

が求められる。 

 

Ｅ．結論 

 3回の班会議と分担研究を通じて、研究班の

検討は制度論から運用論へ、権限付与からプロ

セス保証へと発展した。最終的には、本人の医

療同意権を前提としつつ、医療・ケアチーム、

多職種、支援事業者等が連携し、患者意思を継

続的に支える方向性が共有された。今後は、「身

寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定

が困難な人への支援に関するガイドライン」を

支える判例集などの整備が望まれる。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

山縣 然太朗・熊田 均・沢村 香苗・間中

勝則. 特集「身寄りのない人の医療、介

護支援の現状と課題」－座談会－身寄り

のない人のウェルビーイングを支えるた

めに─意思決定と身元保証の課題．公衆

衛生 90(3), 230-238. 2026. 

武藤 香織・村上 文子・木矢 幸孝. 身寄

りのない人の医療の意思決定について

─倫理的社会的観点から. 公衆衛生

90(3), 214-221. 2026. 

橋本 有生. 身寄りのない人の入院およ

び医療をめぐる法的課題─意思決定が

困難な場合を中心として. 公衆衛生

90(3), 206-213. 2026. 

熊田 均・宮田 千佳子. 身寄りのない人の

医療、介護支援と成年後見制度─事例か

ら考える身寄りのない人を支える成年後

見制度の現状と課題. 公衆衛生 90(3), 

192-198. 2026. 

山﨑 さやか. 「身寄りがない人の入院及び

医療に係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン」策定の経緯と概

要. 公衆衛生 90(3), 199-205. 2026. 

 

2．学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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「身寄りがない人への医療行為の同意に関する実態把握のための調査」

ヒアリング調査の分析 

 

研究分担者 武藤 香織  （東京大学医科学研究所 公共政策研究分野） 
研究協力者 村上 文子  （東京大学大学院学際情報学府） 
研究協力者 木矢 幸孝  （東京大学医科学研究所 公共政策研究分野） 
研究代表者 山縣 然太朗 （国立成育医療研究センター 成育こどもシンクタンク） 
研究分担者 田宮 菜奈子 （筑波大学 医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野） 
研究分担者 橋本 有生  （早稲田大学法学学術院） 
研究分担者 熊田 均  （熊田弁護士事務所） 
研究分担者 山﨑 さやか （健康科学大学 看護学部） 

 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 本研究は、令和６年に実施された「身寄りが

ない人への医療行為の同意に関する実態把握

のための調査」に回答した高齢者等終身サポー

ト事業者（以下、事業者）の一部を対象に、回

答内容の背景にある要因や理由を、より明確に

することを目的として、ヒアリング調査を実施

することである。 

ヒアリング調査を踏まえて、事業者と医療機

関間における諸課題、および事業者と事業者の

サービスを利用する者（以下、利用者）の間に

ある諸課題を考察することを企図している。 

 

Ｂ．研究方法 

 対象者は、「身寄りがない人への医療行為の

同意に関する実態把握のための調査」に回答し

た計 139件の事業者のうち、ヒアリング調査に

も協力できると回答した計 68 件の事業者を対

象に、令和６年度は、活動地域、医療に係る意

向表明文書（以下、意向表明文書）の作成状況、

活用実績、法人形態などの多様性を考慮して候

補となる事業者計 10 件を選定した（maximum 

variation sampling）。この調査を踏まえ、令

和７年度は、令和６年度調査先以外の全ての事

業者、計 28 件に調査協力を打診した。この結

果、13件から協力の意向を得ることができた。

研究要旨 
高齢者等終身サポート事業者が医療に関する意向表明文書に関する実践状況やその背景につ

いて、「身寄りがない人への医療行為の同意に関する実態把握のための調査」に回答した事業者

のうち、全 23 件の事業者の協力を受けてオンラインまたは対面でヒアリング調査を行った（令

和 6 年度 10 件、令和７年度 13 件）。結果として、医療行為の同意書への署名代行要請、医療行

為の決定を行う代理人の指名制度不在に伴う影響、意向表明文書の公正証書化、意向表明文書の

記載項目検討の必要性についての課題等が挙げられた。 
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これらの事業者にあらためて電子メールで依

頼し、日程調整を行った。調査は、令和７年１

月から７月までの間に実施した。 

調査実施にあたってインタビューガイドを

作成し、それに沿った調査を行った。インタビ

ューガイドに含めた項目は、以下の通りである。 

① 事業を開始したきっかけ、活動拠点と活

動エリア 

② 意向表明文書作成のサービスを開始した

時期やきっかけ 

③ 「人生の最終段階における医療の決定プ

ロセスに関するガイドライン」（厚生労働

省 2018）の活用状況について 

④ 運用している意向表明文書のひな型を作

る際に参考にした資料 

⑤ 利用者が意向表明文書を作成する経緯、

タイミング、特に留意している点 

⑥ 利用者が意向表明文書を作成する際の話

し合いにあたって、特に留意している点、

利用者が悩む事項 

⑦ 意向表明文書の作成割合とその理由 

⑧ 意向表明文書作成後の意思を再確認する

方法、再確認の利点、再確認をしない理由 

⑨ 意向表明文書の内容に関する医療機関や

家族等との情報共有の方法、情報共有し

ない理由 

⑩ 意向表明文書の活用実績、その際に不都

合だった点 

⑪ 【意向表明文書を公文書（公正証書）にし

ている事業者のみ】公文書にする理由 

⑫ 意向表明文書の保管方法 

⑬ 【意向表明文書作成サービスをしていな

い事業者のみ】医療の受け方で悩む利用

者の有無、意向表明文書の認知度、意向表

明文書を運用していない理由、利用者の

意向を推測する方法、推測した内容を医

療機関に伝えた経験 

⑭ 医療機関から同意書へ署名を求められた

場合の対応方法、 

⑮ 同業他社との繋がりの有無、外部機関と

の連携の有無 

 

ヒアリング調査は、上記のインタビューガイ

ドを前もって対象者に送ったうえで、オンライ

ン会議システム（Zoom）、もしくは、事業者の

指定する場所にて対面にて実施した。面接は１

回で、時間は 60～90 分程度であった。ヒアリ

ングの内容は全て逐語録にした。逐語録のデー

タから事業者名を記号に置き換えて分析に用

いた。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は、東京大学医科学研究所倫理審査委

員会の承認を得て実施した（承認番号 2024-

75-0116）。 

 

Ｃ．研究結果 

１．ヒアリング調査対象者 

協力を依頼した 13 件の事業者のうち、辞退

した事業者はなく、13 件すべてにヒアリング

調査を実施することができた。令和６年度およ

び令和７年度を通して、計 23 件の事業者に調

査を実施できた。ヒアリング調査の協力が得ら

れた事業者の基本属性は、以下の表の通りであ

る。 

 

表 1-1 医療に係る意向表明文書の作成業務 

意向表明文書の作成支援を

している 

２１事業者 

意向表明文書の作成支援は

していない 

２事業者 

 

表 1-2 事業者の所在地域 

北海道 なし 
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東北 ４事業者 

関東 ６事業者 

中部 ３事業者 

近畿 ５事業者 

中国 １事業者 

四国 なし 

九州 ４事業者 

沖縄 なし 

 

表 1-3 スタッフの人数 

５名未満 ７事業者 

５〜９名 ７事業者 

10〜19 名 ３事業者 

20名以上 ６事業者 

 

表 1-4 利用者の人数 

10名未満 １事業者 

10〜49 名 ５事業者 

50〜99 名 ５事業者 

100〜499名 ７事業者 

500 名以上 ５事業者 

 

表 1-5 事業者の背景 

高齢者等終身サポート

事業(他社) 

４事業者 

福祉 10事業者 

士業 ３事業者 

医療 ２事業者 

その他 ４事業者 

 

２．事業者と医療機関・医療従事者間の課題 

 これ以降、令和６年度調査と令和７年度調査

の結果を総合的に分析した結果を記述する。 

 

（1）医療行為の同意書への署名代行要請 

複数の事業者より、本人の同意書が必要な医

療行為の提供に際して、日常的に医療機関・医

療従事者から同意書への署名代行を求められ

る経験が語られた。実際の対応としては、①署

名代行はできないと一貫して断る事業者、②本

人の同意確認なしにやむを得ず署名する事業

者、③本人の同意が確認できれば署名に応じる

事業者、④積極的に署名に応じる事業者があっ

た。 

また、署名代行の要請は、地域や医療機関に

よる違いがある様子であったが、日常的に署名

代行が求められている地域では、一身専属性で

あるはずの医療同意が事業者に求められるこ

とに疑義を呈する事業者もいた。 

 

（2）利用者の家族等への連絡要請 

医療機関・医療従事者から利用者の家族等へ

の連絡をするよう求められるケースが存在す

ることが明らかになった。 

ただし、医療機関によっては、医療の選択に

ついて、事業者が事前に確認している利用者本

人の意向よりも、家族の意向が重視されるとこ

ろがあるため、その対応に苦慮している事業者

があった。これに備えた工夫として、事前に本

人の意向を家族と共有し、理解を得るケースが

把握できた。なお、事業者の利用者には、家族・

親族といった「身寄り」がいない人もいれば、

「身寄り」がいる人もいた。「身寄り」がいる

人は、関係性が疎遠となっていたり、遠方に住

んでいたり、迷惑をかけたくないという考えが

あったりすることで、事業者の利用に至ってい

た。 

 

（3）意向表明文書の公正証書化 

意向表明文書を公正証書化することにより、

医療従事者に対する利用者の意向の正当性を

担保している事業者がいることが明らかにな

った。一方で、医療に係る意向は変化しうるた
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め、書き換えが困難な公正証書は適切ではない

とする意見をもつ事業者もあった。 

また、尊厳死宣言公正証書を作成している事

業者は４箇所、尊厳死宣言公正証書は作成して

いないものの意向表明文書の様式作成にあた

って尊厳死宣言の要素を取り入れた事業者は

３箇所であった。 

 

（4）医療機関等からの要請としての意向表明

文書 

事業者が意向表明文書を作成すること自体

が、医療機関からの要請に依る場合が多いこと

が明らかになった。利用者の医療に係る意向に

ついて、医療機関から事業者への問い合わせが

あった経験をもつ事業者は、ヒアリングの協力

を得た全 23箇所の事業者のうち 16箇所、その

可能性を周囲から聞いた事業者は３箇所であ

った。すなわち、事業者は医療機関からの要請

に応じるために、意向表明文書を作成している

と指摘できる。そもそも、契約の相談自体が、

医療機関、行政、社会福祉協議会等の関係機関

から入っていると答える事業者もあった。 

なお、緊急時の要請に応えられるよう、365

日 24 時間対応の体制をとっている事業者が大

半を占めた。 

 

３．事業者と利用者間の課題 

（1）利用者の判断能力の評価 

多くの事業者が、契約締結時において、判断

能力が十分でないと認められる場合には契約

を結ばない方針であることが明らかになった。

また、判断能力の評価方法として、①事業者の

担当者判断、②複数の担当者が立ち会ったうえ

での判断、③医師の判断、④公正証書化を通じ

た判断能力の担保、が挙げられていた。 

一方、本人に代わって代理意思決定できる近

親者等がおらず、既存の社会資源にもたどり着

けない人びとの支援を中心に活動を展開して

いる事業者においては、本人の判断能力が不十

分な人も支援対象とし、本人と相談しながら医

療を含む代理意思決定を行っていることも明

らかになった。 

 

（2）意向表明文書の作成時期と配慮事項 

意向表明文書の作成時期について、契約締結

時か、契約締結後のいずれかで利用者に作成し

てもらっていることが明らかになった。また、

契約締結時に作成を求める場合であっても、①

事前に複数回の説明機会を設けることで、利用

者が自分の意向を考える時間を確保するよう

に努める、②利用者の意向がまだ決定していな

い場合には、「現時点では判断できない」等の

暫定的な意向表明を受け付けることで対応す

る等の配慮をしていることがわかった。 

契約締結後に医療に関する意向表明文書を

作成する理由としては、①契約締結時点では利

用者が十分な判断を行えない場合があること、

②事業者と利用者の間に信頼関係が構築され

た後の方が、より利用者の真意に沿った意向表

明が可能になると判断していること等が挙げ

られていた。 

契約締結後から意向表明文書を作成するま

での期間としては、１ヶ月間〜１年間とばらつ

きがみられ、事業者側の方針によって、さらに

利用者の状況によって異なっていた。なお、作

成にあたる事業者の方針としては、①利用者全

員に作成を必須としている、②原則必須ではあ

るが、状況に応じて例外を認めている、③特に

必須としない、に分かれた。 

 

（3）意向表明文書作成過程での話し合いの意

義 

多くの事業者が、意向表明文書の作成過程に

おいては、利用者だけでなく、家族、介護事業
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者、行政機関、施設職員等の関係者を交えて話

し合いの場を設けていることが明らかになっ

た。その理由として、①日常的に利用者と接す

る機会を有する関係者全体が利用者の医療に

係る意向を共有することが、適切な支援におい

て重要であるとの考え、②あらかじめ家族・親

族と事前に連絡を取り合うことにより、事後的

なトラブルを回避できるとの考え等が挙げら

れていた。 

関係者の立ち会いを必須とはしていない事

業者においては、本人の希望があれば立ち会い

を行うという方針を持っていた。特に、契約締

結後に意向表明文書を作成する場合は、立ち会

いを必須としない傾向にあった。 

 

４．事業者側からの要望事項 

事業者側からは、次のとおり９つの課題や要

望が挙げられていた。 

① 高齢者等終身サポート事業における医療

同意に関する考え方の整理と医療機関へ

の周知 

② 共通の意向表明文書の様式の整備 

③ 国から自治体や医療機関に事業者が意向

表明に関わることが周知されること 

④ 地域毎の意向表明文書の運用ルールの確

立 

⑤ 医療圏内で医療機関や診療所が連携し、

利用者の価値観や意向を共有できるよう

にする体制の確立 

⑥ 住宅確保要配慮者居住支援法人の認定制

度の確立と意向表明への関与の委任 

⑦ 保証人なしで患者を受け入れる体制が医

療機能評価で評価されること 

⑧ 医療機関をはじめとする関係機関に対す

る事業者の認知度や信頼度の向上 

⑨ 第三者が意向表明に関わることを社会と

して当たり前のことと認識してもらう必

要性 

 

Ｄ．考察 

 本研究の限界は、①調査実施時点で調査対象

となる事業者の名簿が存在せず、ハンドサーチ

に依存したために生じた母集団の偏り、②無償

でのヒアリング調査を受諾した事業者のみの

インタビュー結果であり、受諾しなかった事業

者の事情は不明であること、③ヒアリング調査

の際の想起バイアス、が挙げられる。 

しかしながら、高齢者終身サポート事業者側

からみた医療の意向表明文書をめぐる対応を

明らかにした初めての調査であり、今後の議論

に寄与しうる事柄として次の５点を指摘する。 

１点目は、第三者である高齢者等終身サポー

ト事業者に対し、一身専属性の高い医療同意に

関する署名を日常的に求める地域や医療機関

が存在しており、その対応に苦慮している事業

者がいることが明らかになったことである。引

き続き、医療機関への厚生労働省医政局総務課

「身元保証人等がいないことのみを理由に医

療機関において入院を拒否することについて」

（医政医発 0427 第２号）ならびに「身寄りが

ない人の入院及び医療に係る意思決定が困難

な人への支援に関するガイドライン」を医療圏

内で周知する必要がある。 

２点目は、この課題の背景として、日本で医

療行為の決定を行う代理人を指名する制度が

ないことに伴う影響が軽視できないことであ

る。家族形態の変化等により、医療機関におけ

る治療方針決定や手術等の代理決定に関して

臨床現場での混乱が生じていることから、日本

臨床倫理学会では「医療・ケアにおける代理意

思決定者に関する提言」の公表に向け、ワーキ

ンググループが動いている。同ワーキンググル

ープが 2025 年７月に実施した、国内の医療機

関に対する質問紙調査では、意思決定能力のあ
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る成人の手術において半数超の施設が同意書

に本人以外の第三者の署名を原則として求め

ていることがわかった（竹下ほか 2026）。この

ような状況から、医療同意を求める事情や、事

業者の意向表明への関与のあり方について、医

療機関側に意見を聴取する必要がある。 

３点目は、意向表明文書の公正証書化につい

てである。医療機関・医療従事者と事業者の間

で十分な信頼関係を形成するに至っていない

地域において、公正証書化は事業者が信頼を獲

得する手段の一つであったこと、また、尊厳死

宣言の公正証書化について慎重に検討する必

要性について明らかにした。特に、医療に係る

意向は「時間の経過、心身の状態の変化、医学

的評価の変更等に応じて本人の意思が変化し

うるもの」（厚生労働省 2018）であることから、

容易に書き換え可能な形態をとることが望ま

しいと考えられる。 

 ４点目は、意向表明文書の作成時期に関する

ことである。事業者は、事前に複数回の説明の

機会を得たり、決定できない判断項目について

は保留としたりするなどの工夫によって、契約

時に作成を求めることを可能にしていること

を指摘した。文書作成に関する利用者への配慮

事項が、事業者全体の標準的な実践となるよう、

本研究班が取りまとめた「『身寄りがない人へ

の医療行為の同意に関する実態把握のための

調査』を踏まえた医療に係る意向表明文書につ

いての高齢者等終身サポート事業者の関わり

方」を普及していく必要がある。 

 ５点目として、意向表明文書の記載項目の検

討について指摘する。文書の作成自体が医療機

関からの要請を前提としてものであったが、文

書の様式は、各事業者が独自に工夫して作成し

たものであった。なかには、作成にあたって医

療従事者に意見を求めた事業者もあったが、記

載することが望ましい事項等について、医療機

関側からの意見を聴取することが必要である。

これは、課題として上述した、共通の意向表明

文書の様式の整備につながる。 

 最後に、本研究では事業者側からの９つの要

望事項を明らかにすることができた。本研究班

が令和６年にとりまとめた、「『身寄りがない人

への医療行為の同意に関する実態把握のため

の調査』を踏まえた医療に係る意向表明文書に

ついての高齢者等終身サポート事業者の関わ

り方」は、今後、これらの課題解決に寄与する

可能性がある。また、令和７年に発足した業界

団体「全国高齢者等終身サポート事業者協会」

や「高齢者等終身サポート事業者協議会」の今

後の取り組みにも期待したい。 

 

Ｅ．結論 

 ヒアリング調査を通じて、以下を検討する必

要が示唆された。 

○医療機関への厚生労働省医政局総務課「身元

保証人等がいないことのみを理由に医療機関

において入院を拒否することについて」（医政

医発 0427 第２号）ならびに「身寄りがない人

の入院及び医療に係る意思決定が困難な人へ

の支援に関するガイドライン」の普及啓発 

◯上記ガイドライン等では対応できない事例

について、医療機関からの意見集約 

◯事業者への「『身寄りがない人への医療行為

の同意に関する実態把握のための調査』を踏ま

えた医療に係る意向表明文書についての高齢

者等終身サポート事業者の関わり方」の普及啓

発、意見集約 

○医療同意は、利用者の身体・生命に関わる一

身専属的権利であり、高齢者等終身サポート事

業者にはその同意権限は帰属しない。医療機関

は事業者に医療同意を求めるのではなく、利用

者本人の意思確認を基本とすべきであるとい

う原則について、医療機関への普及啓発の推進 
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○意向表明文書の公正証書化に伴う課題検討 

○医療機関側からみた、意向表明文書の記載推

奨項目や事業者の関与のあり方に関する調査 

【参考文献】 

厚生労働省．「人生の最終段階における医療・

ケアの決定プロセスに関するガイドライ

ン」. 2018. 

竹下啓・角田ますみ・戸沢智也・箕岡真子・

青墳信之・秋葉峻介・稲葉一人・岩蕗かを

り・片山賀波子・河原直人・清水幸裕・杉

谷篤・鈴木聡・スミス美保子・寺田整司・

野口善令・平嶋竜太郎・藤澤大介・藤島一

郎・藤永裕之・三上容司・光本保英・宮﨑

真一郎・森山学・山田陽 若山朋代．「日本

の病院は医療の方針決定に患者の関係者

をどう位置づけているか：全国病院質問紙

調査」『臨床倫理』14：30-51. 2026. 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

山縣 然太朗・熊田 均・沢村 香苗・間中

勝則. 特集「身寄りのない人の医療、介

護支援の現状と課題」－座談会－身寄り

のない人のウェルビーイングを支えるた

めに─意思決定と身元保証の課題．公衆

衛生 90(3), 230-238. 2026. 

武藤 香織・村上 文子・木矢 幸孝. 身寄

りのない人の医療の意思決定について

─倫理的社会的観点から. 公衆衛生

90(3), 214-221. 2026. 

橋本 有生. 身寄りのない人の入院およ

び医療をめぐる法的課題─意思決定が

困難な場合を中心として. 公衆衛生

90(3), 206-213. 2026. 

熊田 均・宮田 千佳子. 身寄りのない人の

医療、介護支援と成年後見制度─事例か

ら考える身寄りのない人を支える成年後

見制度の現状と課題. 公衆衛生 90(3), 

192-198. 2026. 

山﨑 さやか. 「身寄りがない人の入院及び

医療に係る意思決定が困難な人への支援

に関するガイドライン」策定の経緯と概

要. 公衆衛生 90(3), 199-205. 2026. 

 

2．学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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患者の「事前指示」の有効性等について争われた裁判例の調査 

 

研究分担者 熊田 均  （熊田弁護士事務所） 

研究協力者 山下 陽子 （今池法律事務所） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 本調査は、令和６年度に実施した患者等の

「事前指示」の有効性等が争われた裁判例調査

に引き続き、医療に関する裁判例の中から、患

者の事前指示に関連して医療側の責任が問わ

れた裁判例について、範囲・媒体を変えて調査

を行うことを目的とした。加えて、これまでに

抽出した判例について、その内容をさらに精査

し、「人生の最終段階における医療・ケアの決

定プロセスに関するガイドライン」との関係性

等についての整理を試みた。 

 

Ｂ．研究方法 

 5 名の受託弁護士（以下「分担者」という）

により、以下の作業を行った。 

（１）各自が契約する判例検索システムや刊行

された判例集、医療判例雑誌等により、従前収

集した以外に本件テーマに該当する裁判例が

ないかを調査した。その際、関連ワードから範

囲を広げたり、刑事事件に関する判例について

も関連するものがないかを確認した。 

関連する判例が見つかった場合は、これを読み

込み、本調査に必要な判例として報告をするの

に相応しいかを他の分担者と協議して決定し、

判例の概要要旨を作成した。 

（2）上記（１）とは別に、令和６年度までに

調査をした裁判例のうち、特に注目すべきもの

について、さらに精査・検討を行い、当該裁判

例の意義のみならず、「人生の最終段階におけ

る医療・ケアの決定プロセスに関するガイドラ

イン」との関係性についても整理を試みた。 

 

Ｃ．研究結果 

 調査の結果、終末期医療における意思決定と

医療行為の適否を巡る新たな裁判例が確認さ

れた。 

 第一に、東京地方裁判所判決（令和元年）で

は、救急搬送患者に対して心肺蘇生や気管内挿

管を実施しなかったことが争点となった。裁判

所は、家族の意思確認に関するカルテ記載や医

師の記憶に十分な明確性が認められない部分

はあったものの、医療者側が家族の意向を把握

していたと認定し、損害賠償請求を棄却した。 

 第二に、大阪地方裁判所判決（令和 5年）で

研究要旨 
  本調査は、患者の事前指示や DNAR（Do Not Attempt Resuscitation；心肺蘇生を試みない

ことの事前指示）に関連して医療側の責任が争われた裁判例を収集・分析し、「人生の最終段階

における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライン」との関係性を整理することを目的と

した。調査の結果、終末期医療に関する裁判では、医療行為の実施・不実施そのものではなく、

患者意思の確認、家族との対話、説明、記録化を含む意思決定プロセスが重視される傾向が示さ

れ、今後は、説明責任および意思決定プロセスの保証の重要性が高まることが示唆された。 
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は、在宅看取り希望者に対し、訪問看護施設が

DNAR（Do Not Attempt Resuscitation；心肺蘇

生を試みないことの事前指示）を前提とする確

定的合意がない状態で救急搬送を促したこと

について、本人の尊厳侵害が争われた。しかし

裁判所は、DNAR を含む明確な合意の存在を認

めず、施設側の責任を否定した。会議では、こ

の裁判は「治療しなかった責任」ではなく「治

療したことの責任」が問題となった初期的事例

として位置づけられ、今後、明確な DNAR 合意

が存在する場合の判断基準が新たな争点とな

る可能性が示唆された。 

 第三に、津地方裁判所判決（令和 6年）では、

特別養護老人ホームにおいて看取りマニュア

ルに定められた意思確認や文書作成を実施し

ないまま治療や搬送を中止したことが問題と

なった。裁判所は死亡との因果関係は否定した

一方で、家族への説明不足により治療を受ける

機会を喪失させた精神的苦痛を認め、慰謝料

100 万円を認容した。 

 

Ｄ．考察 

 本調査から、終末期医療を巡る裁判実務は、

単に医療行為を実施したか否かではなく、「ど

のような意思決定プロセスを経て実施・不実施

に至ったか」を重視する方向へ変化しているこ

とが示唆された。 

 特に、患者意思の確認、家族との対話、医療

者間での倫理的検討、記録化の有無が法的評価

に影響を与えていた。DNAR や生命維持治療の

終了は、結果責任ではなくプロセス責任として

問われる傾向が強まっていると考えられた。ま

た、従来は延命治療の差し控えが中心的論点で

あったが、今後は患者意思に反して延命治療を

継続・実施した場合の人格権・尊厳侵害という

方向からの訴訟展開も想定される。 

 

Ｅ．結論 

 終末期医療に関する裁判例は依然として限

定的であるものの、近年は患者の事前指示や

DNAR、看取りに関する医療側の説明責任および

意思決定プロセスの適切性が法的評価の対象

となりつつあることが明らかとなった。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

熊田 均・宮田 千佳子. 身寄りのない人の

医療、介護支援と成年後見制度─事例か

ら考える身寄りのない人を支える成年後

見制度の現状と課題. 公衆衛生 90(3), 

192-198. 2026. 

 

2．学会発表 

 なし 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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Advance Care Planning（アドバンス・ケア・プランニング）および 

Advance Directive（事前指示）の法的基盤に関する文献検討 

 

研究分担者 山﨑 さやか （健康科学大学 看護学部） 
研究代表者 山縣 然太朗 （国立成育医療研究センター 成育こどもシンクタンク） 
研究分担者 田宮 菜奈子 （筑波大学 医学医療系ヘルスサービスリサーチ分野） 
研究分担者 武藤 香織  （東京大学医科学研究所 公共政策研究分野） 
研究分担者 橋本 有生  （早稲田大学法学学術院） 
研究分担者 熊田 均  （熊田弁護士事務所） 
研究協力者 木矢 幸孝  （東京大学医科学研究所 公共政策研究分野） 
研究協力者 村上 文子  （東京大学大学院学際情報学府） 

 

 

 

Ａ．研究目的 

 令和６年度に実施した「身寄りがない人への

医療行為の同意に関する実態把握のための調

査」から得られた高齢者等終身サポート事業者

が関与する意向表明文書の課題を検討するに

あたり、国内外の Advance Care Planning（ア

ドバンス・ケア・プランニング、以下 ACP）お

よび Advance Directive（事前指示、以下 AD）

に関する文献を整理し、法的基盤、制度的位置

づけ、臨床上の課題、ならびに今後の方向性に

ついて明らかにすることを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

１．検索データベース 

 PubMed および Google Scholar を使用した。 

２．検索期間 

 2014 年から 2024年 

３．検索キーワード 

 以下のキーワードおよびフレーズを組み合

わせて検索を行った。 

 advance directive 

 advance care planning  

 legal basis  

 legal ground  

 legal document  

 legally binding  

 legal provision  

 hospital acceptance 

研究要旨 
 本研究は、高齢者等終身サポート事業者が関与する意向表明文書の課題を検討するため、国内

外の Advance Care Planning（ACP）および Advance Directive（AD）に関する文献検討を行

い、法的基盤や制度的位置づけ、臨床上の課題を明らかにすることを目的とした。PubMed およ

び Google Scholar を用いて文献検索を行い、50 件を分析対象とした。その結果、諸外国では法

制度整備が進む一方、ACP 実践には社会経済的・文化的格差が存在し、法制度の整備のみでは

ACP の普及および実践が十分に進まないことが示された。 
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 これらのキーワードを用いて、ACP および A

D の法的基盤、法的拘束力、制度的位置づけ、

医療機関での受け入れ体制などに関する文献

を検索した。 

４．文献選定基準 

【包含基準】 

 ACP および AD の法的観点について論じて

いる研究 

 ACP および AD の法的基盤を広い視点で検

討している研究 

 医療現場における ACP および AD の運用や

制度的課題について論じている研究 

 英語で記載された査読付き論文 

【除外基準】 

 ACP・ADに直接関連しない研究 

 重複文献 

 抄録のみで本文確認が困難な研究 

５．文献選定過程 

検索の結果、994件の文献が抽出された。 

その後、重複文献 402件を除外し、タイトルお

よび抄録によるスクリーニングを実施した。さ

らに適格性評価を行い、最終的に 50 件の文献

を分析対象とした。 

文献検索および選定は Editage（www.editage.

jp）に委託した。 

 

Ｃ．研究結果 

１．選定された文献 

 資料に示す。 

２．文献分析の結果 

 ACP および AD に関する法的基盤と実践に

は、主に以下の特徴が認められた。 

 

(1）諸外国では ACP・ADに関する法制度整備

が進んでいた。欧米諸国では、本人意思を尊

重するための法制度が整備されていた。特に

米国では、Advance Directiveに法的効力を

持たせる州法が整備されており、リビングウ

ィルや医療代理人指定（Durable Power of 

Attorney for Health Care）が広く活用さ

れていた。また、Patient Self-Determinat

ion Act（PSDA）により、医療機関には患者

へ AD について説明する義務が課されており、

ACP 実践が制度的に支えられていた。 

オーストラリア、カナダ、英国などでも、

ACPや代理意思決定に関する制度整備が進め

られており、本人意思の尊重が医療倫理と法

制度の両面から位置づけられていた。 

 

(2）ACP の実践には社会経済的・文化的格差

が存在していた。 

 ACP 実施率には、年齢、教育歴、人種、所

得、地域差などによる格差が認められた。特

に若年層、教育歴が低い人、少数民族、農村

地域居住者、医療アクセスが不十分な人の集

団では ACP 実施率が低い傾向が報告されて

いた。 

 さらに、ACPに対する価値観は文化的背景

にも影響されており、個人の自己決定を重視

する文化と、家族中心の意思決定を重視する

文化では ACP の受け止め方が異なっていた。 

 

(3）法制度のみでは ACPの普及は十分ではな

かった 

 複数の研究では、法制度が存在していても

ACP実施率は必ずしも高くないことが示され

ていた。 

ACP 実践を促進する要因としては、 

 医療従事者との信頼関係 

 家族との対話 

 ACP に関する説明機会 

 継続的なコミュニケーション 

 地域支援体制 

などが重要であるとされていた。特に ACPは
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単なる文書作成ではなく、「対話のプロセス」

であることが強調されていた。 

 

(4）認知症や意思決定能力低下時の課題 

 認知症患者や意思決定能力が低下した患

者においては、本人意思の確認が困難となる

ことが大きな課題として報告されていた。 

そのため、過去の価値観の推定が重要視され

ていた。しかし、代理判断者間で意見が一致

しないケースや、本人の価値観が十分共有さ

れていないケースもあり、倫理的葛藤が生じ

ることが報告されていた。 

 

(5）医療・法律連携の必要性 

 ACP 支援においては、医療者だけでなく法

律専門職との連携が有効であることが示さ

れていた。特に、法的文書作成支援、医療代

理人指定、財産管理との調整、成年後見制度

との連携などにおいて、多職種連携の必要性

が指摘されていた。 

 また、社会的孤立状態にある人や身寄りの

ない人では、家族機能を代替する支援体制が

必要とされていた。 

 

Ｄ．考察 

 本検討より、ACP および AD には法的基盤の

整備が重要である一方、それのみでは本人意思

の尊重は十分に実現されないことが示唆され

た。諸外国では、AD に法的拘束力を持たせる制

度が整備されているものの、実際には ACP実施

率に社会経済的格差や文化差が存在していた。

これは、ACPが単なる制度や書類作成ではなく、

人間関係や対話を基盤とする実践であるため

と考えられる。 

 また、ACPは本人の意思を「固定化」するも

のではなく、病状や生活状況の変化に応じて繰

り返し対話を重ねる継続的なプロセスである。

そのため、本人・家族・医療者間の信頼関係や

コミュニケーション能力が極めて重要となる。 

 日本では、厚生労働省が ACP（人生会議）を

推進しているものの、ADの法的拘束力はなく、

医療現場では対応が施設や職種に依存してい

る可能性がある。そのため、医療従事者の倫理

的負担や法的不安が生じやすい状況にあると

考えられる。 

 さらに、身寄りのない人や社会的孤立状態に

ある人では、ACPを支える家族等が不在である

ため、医療機関のみで意思決定支援を担うこと

には限界がある。今後は、医療・福祉・法律・

地域支援を含めた包括的支援体制の構築が必

要である。 

 

Ｅ．結論 

 本文献検討より、ACP および AD に関する法

制度は諸外国で一定程度整備されていること

が確認された。しかし、ACP実践には法制度の

みではなく、対話支援、信頼関係、多職種連携、

地域支援体制が重要であることが示された。 

 また、認知症高齢者や身寄りのない人では、

代理意思決定や本人意思推定に関する倫理的

・法的課題が存在していた。 

 日本においては、ACP推進政策は進められて

いるものの、AD の運用体制には課題が残され

ている。今後は、法制度整備だけでなく、医療

・福祉・法律を横断した支援体制の構築と、本

人の価値観を継続的に支える対話支援の充実

が求められる。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

 なし 

2．学会発表 

 なし 
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
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令和 8 年 4 月 7 日 

厚生労働大臣  殿 

国立研究開発法人
機関名  国立成育医療研究センター 

所属研究機関長 職 名 理事長

氏 名 五十嵐 隆  

次の職員の令和 7 年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業 

２．研究課題名 身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為の同意に関する実態把握のための研究  

３．研究者名 （所属部署・職名） 成育こどもシンクタンク・副所長  

（氏名・フリガナ） 山縣 然太朗・ヤマガタ ゼンタロウ

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針（※3） 

■ □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物

実験等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入する

こと 

（指針の名称：   ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）

（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：   

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：  ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和８年 ４月 １５日 
厚生労働大臣 殿 

  機関名 国立大学法人筑波大学 

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 永田 恭介 

次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理について

は以下のとおりです。

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業  

２．研究課題名 身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為の同意に関する実態把握のための研究

３．研究者名  （所属部署・職名）医学医療系／ヘルスサービス開発研究センター・教授／センター長

（氏名・フリガナ）田宮 菜奈子・タミヤ ナナコ

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
■ □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称： ） 
□ ■ □ □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック
し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項）

（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象と
する医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：  ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



令和８年４月１日 
厚生労働大臣 殿 

 機関名 国立大学法人東京大学 

所属研究機関長 職 名 学長

 氏 名 藤井 輝夫  

次の職員の令和７年度 厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の

管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業 

２．研究課題名 身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為の同意に関する実態把握のための研究 

３．研究者名  （所属部署・職名）医科学研究所・教授  

 （氏名・フリガナ）武藤 香織・ムトウ カオリ 

４．倫理審査の状況

該当性の有無 

有 無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み 審査した機関 
未審査（※

2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
■ □ ■ 東京大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ■ □ □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
□ ■ □ □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：日本社会学会「日本社会学会倫理

綱領にもとづく研究指針」） 

■ □ ■ 東京大学 □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □ 

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関： ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由： ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容： ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。



 
令和 ８ 年 ４ 月 ２１日 

 
厚生労働大臣  殿 

                                                                                             
                    
                              機関名 早稲田大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 法学学術院長 
                                                                                      
                              氏 名   田村達久     
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業                                         

２．研究課題名 身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為の同意に関する実態把握のための研究                                         

３．研究者名 （所属部署・職名） 法学学術院・教授                    

       （氏名・フリガナ） 橋本有生・ハシモトユキ                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物

実験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入する

こと 

（指針の名称：                ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 



 
令和 ８ 年 ４ 月 １７ 日 

 
厚生労働大臣  殿 

                                                                                             
                    
                              機関名  健康科学大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  樫本 温         
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業                                         

２．研究課題名 身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為の同意に関する実態把握のための研究                                         

３．研究者名 （所属部署・職名） 健康科学大学 看護学部 講師   

       （氏名・フリガナ） 山﨑 さやか（ヤマザキ サヤカ） 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物

実験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入する

こと 

（指針の名称：                ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：             ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：              ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：              ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 



 
令和 ８ 年 ４ 月 ２０ 日 

 
厚生労働大臣  殿 

                                                                                             
                    
                              機関名 熊田法律事務所 

 
                      所属研究機関長 職 名 所長弁護士 
                                                                                      
                              氏 名  熊田  均     
 

   次の職員の令和７年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 
１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業                                         

２．研究課題名 身寄りのない人や意思決定が困難な人への医療行為の同意に関する実態把握のための研究                                         

３．研究者名 （所属部署・職名）  熊田法律事務所 所長弁護士       

       （氏名・フリガナ）  熊田  均 （クマダ ヒトシ）         

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関す

る倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 国立成育医療研究センター □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物

実験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入する

こと 

（指針の名称：                ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 
当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                  

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                   

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                  

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 

 


